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改正法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）
改正法令・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・法人税法施行令等の一部を改正する政令（令和６年政令第142号）
改正法規・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・法人税法施行規則等の一部を改正する省令（令和６年財務省令第15号）
改正措令・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（令和６年政令第151号）
改正措規・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・租税特別措置法施行規則の一部を改正する省令（令和６年財務省令第24号）
令５改正法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・所得税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第３号）
法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・改正法による改正後の法人税法
旧法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・改正法による改正前の法人税法
法令・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・改正法令による改正後の法人税法施行令
法規・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・改正法規による改正後の法人税法施行規則
措法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・改正法による改正後の租税特別措置法
旧措法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・改正法による改正前の租税特別措置法
措令・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・改正措令による改正後の租税特別措置法施行令
措規・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・改正措規による改正後の租税特別措置法施行規則
産競法等改正法・・・・・・・・・・・・・・・・新たな事業の創出及び産業への投資を促進するための産業競争力強化法等の一部を改正する法律（令和

６年法律第 号）
産競法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・産競法等改正法による改正後の産業競争力強化法
スマート農業法・・・・・・・・・・・・・・・・・農業の生産性の向上のためのスマート農業技術の活用の促進に関する法律（令和６年法律第 号）
交換業者府令・・・・・・・・・・・・・・・・・・暗号資産交換業者に関する内閣府令（平成29年内閣府令第７号）
認定協会規則指定告示・・・・・・・・・・交換業者府令第23条第１項第９号の規定に基づき認定資金決済事業者協会の規則を指定する件（令和６年

金融庁告示第36号）
認定協会規則・・・・・・・・・・・・・・・・・・交換業者府令第23条第１項第９号の規則として認定協会規則指定告示により指定された「移転制限が付さ

れた暗号資産の情報提供及び公表に関する規則」（一般社団法人日本暗号資産取引業協会）

略 語

（注） この資料は、令和６年５月20日現在公布されている法令に基づき作成しています。
なお、この資料中の産競法等改正法及びスマート農業法に関する部分については、国会に提出された法律案に基づき作成しています。
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